[bookmark: _98lmfptpckwh]語学教室概要書面（特定継続的役務提供）

本書面は、語学教室を運営する事業者が、受講希望者に対して語学レッスンの内容、契約期間、受講料金、支払方法、クーリング・オフ、中途解約、返金条件その他の重要事項を説明するための概要書面です。

特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）に定める特定継続的役務提供に該当する語学教室の契約を想定し、契約締結前に交付する書面として作成しています。
対象となる契約の目安
語学教室の契約で、原則として次の両方を満たすものが対象となります。
· 役務提供期間が2か月を超えること
· 契約金額が5万円を超えること
※契約金額には、入学金、受講料、教材費その他の関連費用について、法令に従い算定した金額が含まれます。オンラインレッスン等についても、契約内容に応じた確認が必要です。

[bookmark: _3k84ldgk73nh]語学教室概要書面

特定商取引法第42条第1項に基づく契約締結前交付書面

交付日：　　　　年　　　月　　　日

書面管理番号：　　　
　　　　　　　　　
[bookmark: _xxzh3r3d4yz]第1条（書面の目的及び位置付け）
1. 本書面は、語学教室を運営する事業者（以下「事業者」という。）が、受講希望者（以下「受講者」という。）に対し、語学指導サービス（以下「本サービス」という。）に関する契約の締結に先立ち、その内容及び取引条件を明らかにすることを目的とする。
2. 本書面は、特定商取引法に基づく概要書面として、本サービスの種類、提供内容、料金、契約期間、解除条件その他法令で定められた事項を説明するものである。
3. 受講者は、本書面の内容について説明を受け、契約条件を確認したうえで、契約締結の可否を判断することができる。
4. 本書面の交付のみをもって本サービスの契約が成立するものではなく、契約締結時には、法令に従い契約内容を明らかにする書面が別途交付される。
5. 本書面と契約締結時に交付される書面との内容に相違がある場合、事業者は、その相違点及び理由を受講者に説明し、必要な確認を行うものとする。

[bookmark: _47ftra6d4vsh]第2条（事業者の名称及び所在地）
本サービスを提供する事業者の情報は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	事業者名（法人名・屋号）
	

	代表者氏名
	

	本店・主たる事務所所在地
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	ホームページURL
	

	教室名称
	

	教室所在地
	

	契約担当者氏名
	

	問い合わせ受付時間
	


2. 事業者は、受講者から契約内容、料金、解約その他の事項について問い合わせがあった場合、前項に記載する窓口において適切に対応するものとする。
3. 事業者の名称、所在地、連絡先その他の重要事項に変更が生じた場合、事業者は、受講者に対し合理的な方法で通知するものとする。

[bookmark: _22c7tktqflr5]第3条（本サービスの種類及び内容）
本サービスの内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	講座・コース名称
	

	対象言語
	□ 英語　□ 中国語　□ 韓国語　□ フランス語　□ スペイン語　□ その他（　　　　　）

	指導目的
	□ 日常会話　□ ビジネス会話　□ 資格試験対策　□ 留学準備　□ その他（　　　　　）

	受講対象
	□ 初心者　□ 初級者　□ 中級者　□ 上級者　□ その他（　　　　　）

	レッスン形式
	□ マンツーマン　□ グループ　□ 少人数制　□ その他（　　　　　）

	提供方法
	□ 対面　□ オンライン　□ 対面・オンライン併用

	1回の授業時間
	分

	授業回数
	週　　　　回／月　　　　回／総回数　　　　回

	総授業時間
	時間

	講師の区分
	□ 日本人講師　□ 外国人講師　□ その他（　　　　　）

	使用教材
	

	到達目標
	

	その他のサービス
	


2. 事業者は、受講者に対し、講座の目的、指導方法、授業回数、教材及び学習内容について、契約締結前に具体的に説明するものとする。
3. レッスンの内容又は提供方法について、事業者が特定の資格、試験結果、語学能力の向上その他の成果を保証する場合は、その保証内容、適用条件及び保証を履行する方法を明示するものとする。
4. 特段の保証がない場合、事業者は、語学能力の向上や資格試験の合格等について、一定の結果を約束するものではない。ただし、契約に従った適切な役務提供義務を免れるものではない。

[bookmark: _tuwmhj83bt1e]第4条（役務提供期間）
本サービスの提供期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	契約予定日
	年　　　月　　　日

	受講開始予定日
	年　　　月　　　日

	受講終了予定日
	年　　　月　　　日

	役務提供期間
	か月

	総レッスン回数
	回

	レッスン実施曜日
	

	レッスン実施時間
	時　　　分 ～ 　　　　時　　　分

	休講日
	

	受講可能時間帯
	


2. 事業者は、契約締結前に、役務提供期間及びその期間内に受講可能な授業回数を明確にするものとする。
3. 受講期間の延長、休会、振替その他の取扱いについては、本書面に定める条件及び契約締結時に明示される条件によるものとする。
4. 契約期間の更新又は延長に伴い新たな費用が発生する場合、事業者は、その金額、条件及び手続について事前に説明するものとする。

[bookmark: _qytdvcumewmp]第5条（レッスンの実施方法及び提供場所）
1. 本サービスの実施場所及び提供方法は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	教室名称
	

	教室所在地
	

	最寄り駅・アクセス
	

	オンライン利用システム
	

	必要な通信環境
	

	レッスン予約方法
	□ Web予約　□ 電話　□ メール　□ その他（　　　　　）

	予約受付期限
	

	予約変更期限
	

	振替レッスンの条件
	


2. オンラインレッスンを実施する場合、事業者は、必要な機器、通信環境、ソフトウェアその他の利用条件について、事前に受講者へ説明するものとする。
3. 受講者が負担する通信費、機器購入費その他の費用がある場合、事業者は、その内容を明示するものとする。
4. 講師の変更、教室の移転、授業方法の変更その他役務提供条件に重要な変更が生じる場合、事業者は、受講者に事前に説明し、必要に応じて協議するものとする。

[bookmark: _7jx7cq8wix6x]第6条（受講料金及び費用の内訳）
受講者が本サービスの利用に際して負担する費用は、次のとおりとする。
	費用項目
	金額（税込）

	入学金・入会金
	金　　　　　　　　　円

	登録料・事務手数料
	金　　　　　　　　　円

	受講料
	金　　　　　　　　　円

	教材費
	金　　　　　　　　　円

	施設利用料
	金　　　　　　　　　円

	システム利用料
	金　　　　　　　　　円

	その他費用（　　　　　　　）
	金　　　　　　　　　円

	その他費用（　　　　　　　）
	金　　　　　　　　　円

	契約金額合計
	金　　　　　　　　　円


2. 事業者は、前項の各費用について、支払義務の有無、金額、算定方法及び支払時期を明確に説明するものとする。
3. 受講者が契約期間中に追加の教材、講座又はサービスを購入する必要がある場合、事業者は、その内容及び費用を事前に明示するものとする。
4. 受講者が任意に選択する追加サービスについては、受講者の明示的な同意なく費用を請求しないものとする。
5. 契約金額の表示にあたっては、法令に従い、受講者が負担する金銭の総額及びその内訳を明らかにするものとする。

[bookmark: _6ghlhkfnqu53]第7条（料金の支払方法及び支払時期）
料金の支払条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	支払方法
	□ 現金　□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ 分割払い　□ その他（　　　　　）

	支払回数
	□ 一括　□ 分割（　　　　回）

	初回支払日
	年　　　月　　　日

	2回目以降の支払日
	

	各回支払金額
	金　　　　　　　　　円

	支払総額
	金　　　　　　　　　円

	分割手数料等
	金　　　　　　　　　円

	振込手数料
	□ 事業者負担　□ 受講者負担

	決済事業者名
	


2. 分割払い又はクレジット契約を利用する場合、事業者は、支払回数、支払総額、手数料その他の条件を明確にするものとする。
3. 受講者が信販会社その他第三者との間で立替払契約等を締結する場合、当該契約の条件については、別途交付される書面等により説明するものとする。
4. 本サービスの契約が適法に解除された場合の料金精算については、特定商取引法その他の関係法令に従うものとする。
[bookmark: _mstxkcfj569j]第8条（教材及び関連商品の取扱い）
1. 本サービスに関連して受講者が購入又は利用する教材その他の商品は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	教材・商品名称
	

	商品の種類
	□ テキスト　□ 問題集　□ 音声教材　□ 動画教材　□ その他（　　　　　）

	数量
	

	販売事業者名
	

	販売価格（税込）
	金　　　　　　　　　円

	引渡予定日
	年　　　月　　　日

	引渡方法
	□ 教室交付　□ 郵送　□ 電子提供　□ その他（　　　　　）

	購入の必要性
	□ 必須　□ 任意

	返品・返金条件
	


2. 事業者は、教材その他の商品について、受講契約との関連性、購入の必要性及び費用負担を受講者に説明するものとする。
3. 本サービスの契約がクーリング・オフ又は中途解約された場合、関連商品の取扱いについては、特定商取引法その他の関係法令に従うものとする。
4. 受講者が任意に購入する商品については、法令上の関連商品に該当するか否かを個別に確認するものとする。

[bookmark: _jvnm2ryih56]第9条（受講予約、欠席及び振替）
1. レッスンの予約、欠席及び振替に関する条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	予約受付開始時期
	

	予約締切
	

	キャンセル受付期限
	

	振替可能回数
	

	振替申請方法
	

	無断欠席時の取扱い
	

	事業者都合による休講時の対応
	

	休会制度の有無
	□ あり　□ なし

	休会期間・費用
	


2. 事業者は、受講者の欠席、予約変更又は振替に関する条件を、契約締結前に具体的に説明するものとする。
3. 受講者の欠席により授業を受けられなかった場合の取扱いについては、事前に明示した条件及び関係法令に従うものとする。
4. 事業者の都合による休講又は授業の中止が生じた場合、事業者は、振替授業、受講期間の調整、返金その他適切な措置を講じるものとする。
5. 本条に定める欠席、振替又はキャンセル条件は、受講者の法令上のクーリング・オフ及び中途解約の権利を制限するものではない。

[bookmark: _8zjcnzutu3ev]第10条（クーリング・オフ）
本サービスの契約が特定商取引法に定める特定継続的役務提供契約に該当する場合、受講者は、法定の契約書面を受領した日から起算して8日以内であれば、書面又は電磁的記録により、契約を解除することができます。
1. クーリング・オフは、契約締結後、法定の契約書面を受領した日を起算日として、原則8日以内に行うことができる。
2. クーリング・オフの通知は、書面又は電子メールその他の電磁的記録により行うことができる。
3. クーリング・オフによる契約解除は、受講者が解除の意思表示を記載した書面又は電磁的記録を発した時に効力を生じる。
4. クーリング・オフが適法に行われた場合、事業者は、違約金、損害賠償金その他の名目で受講者に金銭を請求しない。
5. クーリング・オフ期間中に本サービスの提供が開始されていた場合であっても、事業者は、提供済みの役務に相当する料金を受講者に請求しない。
6. 事業者が既に受領した金銭がある場合、事業者は、法令に従い速やかに返還する。
7. クーリング・オフに伴う関連商品の取扱い及び返還費用については、関係法令に従うものとする。
8. 事業者による不実告知又は威迫により受講者がクーリング・オフを行わなかった場合には、法令に定める条件に従い、通常の期間経過後であってもクーリング・オフが可能となる場合がある。
9. 法定の契約書面が交付されていない場合又は法令上必要な記載事項に不備がある場合には、クーリング・オフ期間が適切に進行しないことがある。
クーリング・オフ通知先
	項目
	内容

	事業者名
	

	郵送先住所
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	その他の通知先
	


クーリング・オフ通知の記載例
件名：語学教室受講契約のクーリング・オフ通知
私は、　　　　年　　　月　　　日に締結した語学教室受講契約について、特定商取引法に基づきクーリング・オフを行い、契約を解除します。
契約者氏名：　　　　　　　　　　　　
契約日：　　　　年　　　月　　　日
契約金額：金　　　　　　　　　円
通知日：　　　　年　　　月　　　日

[bookmark: _afh3geg5tfdg]第11条（中途解約）
1. 本サービスの契約が特定継続的役務提供契約に該当する場合、受講者は、クーリング・オフ期間の経過後であっても、役務提供期間内において、将来に向かって契約を中途解約することができる。
2. 受講者は、中途解約を希望する場合、事業者に対してその意思を通知するものとする。
3. 中途解約の理由について、受講者は、法令上認められた中途解約権の行使にあたり、特別な理由を示すことを要しない。
4. 事業者は、中途解約に伴い受講者に請求できる金額について、特定商取引法に定める上限を超える請求を行わない。
5. 中途解約に伴う精算及び返金は、受講済みの役務、既払金、関連商品その他の条件を確認したうえで、関係法令に従って行う。


[bookmark: _yhenzucc6xta]第12条（中途解約時の精算及び損害賠償等の上限）
本サービスの契約が特定継続的役務提供契約に該当する場合、中途解約に伴い事業者が請求できる金額の上限は、次のとおりとする。
	解約時期
	請求可能額の上限

	役務提供開始前
	15,000円

	役務提供開始後
	提供済み役務の対価に相当する額 ＋ 50,000円又は契約残額の20％のいずれか低い額


2. 役務提供開始後における契約残額は、契約に基づく役務の対価総額から、提供済み役務の対価に相当する額を控除した金額を基準として算定する。
3. 提供済み役務の対価は、契約内容、授業単価、提供済み回数その他の合理的な算定基準に基づき計算するものとする。
4. 事業者は、受講者から既に受領した金額が、法令上請求可能な金額を超える場合、その超過額を返還するものとする。
5. 前各項の金額は、特定商取引法に基づく損害賠償額等の上限を示すものであり、事業者が常に上限額を請求できることを意味するものではない。
6. 事業者は、関連商品の精算、返還その他の取扱いについて、法令に従って対応するものとする。

[bookmark: _y7eumtfftasf]第13条（契約の変更）
1. 受講者がコース、レッスン形式、受講期間、授業回数その他の契約条件の変更を希望する場合、事業者は、その可否及び変更条件を説明するものとする。
2. 事業者が契約条件を変更する場合、変更内容、理由、追加費用及び受講者への影響について、事前に説明するものとする。
3. 契約金額、役務提供期間、提供内容その他の重要事項を変更する場合、事業者は、法令に従い必要な書面の交付その他の手続を行うものとする。
4. 変更に伴う追加料金については、受講者の同意を得た場合に限り請求するものとする。
5. 契約の変更によって、受講者のクーリング・オフ又は中途解約に関する法令上の権利が不当に制限されるものではない。

[bookmark: _dx7iq39qryez]第14条（受講者の事情による休会及び受講停止）
1. 受講者が病気、転居、仕事、家庭の事情その他の理由により受講の継続が困難となった場合、事業者が休会制度を設けているときは、その利用を申し出ることができる。
2. 休会制度の利用条件、申請期限、休会可能期間及び費用については、第9条に定める内容及び事前に明示された条件によるものとする。
3. 休会期間中の料金、受講期間の延長その他の取扱いについては、受講者に不利益が生じないよう、契約内容及び関係法令に従い取り扱うものとする。
4. 休会制度の有無又は利用条件にかかわらず、受講者は、法令上認められた中途解約権を行使することができる。

[bookmark: _qvpc5darxfs1]第15条（事業者による契約解除及びサービス提供の停止）
1. 事業者は、受講者による重大な契約違反、他の受講者又は講師に対する著しい迷惑行為、料金の不払いその他正当な理由がある場合、契約内容及び関係法令に従い、契約解除又はサービス提供の停止を行うことができる。
2. 事業者は、前項の措置を講じる場合、緊急の場合を除き、受講者に理由を説明し、必要に応じて是正の機会を設けるものとする。
3. 事業者の都合によりサービスの全部又は一部を提供できなくなった場合、事業者は、未提供分の料金の返還その他法令上必要な措置を講じるものとする。
4. 本条の規定は、事業者の債務不履行その他の法令上の責任を免除するものではない。

[bookmark: _ozqistet5ln1]第16条（前受金の保全措置）
1. 事業者が受講者から受講料その他の金銭を前払いで受領する場合における、前受金の保全措置の有無及び内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	前受金の有無
	□ あり　□ なし

	前受金の保全措置
	□ あり　□ なし

	保全措置の種類
	

	保全措置の実施機関
	

	保全対象となる金額
	金　　　　　　　　　円

	保全措置の内容
	

	その他の条件
	


2. 事業者は、前受金の保全措置を講じている場合、その内容及び保全対象となる範囲について受講者に説明するものとする。
3. 前受金の保全措置を講じていない場合、事業者は、その旨を明確に表示するものとする。
4. 本条は、事業者に対して、法令上義務付けられていない保全措置の実施を当然に義務付けるものではない。
[bookmark: _us23jbqwb8y5]第17条（抗弁権の接続及び信用購入あっせん）
1. 受講者が本サービスの料金について、割賦販売法に定める信用購入あっせんその他の取引を利用する場合、契約の内容に応じて、同法その他の関係法令が適用されることがある。
2. 受講者は、法令上の要件を満たす場合、役務提供契約に関して事業者に対して主張できる事由をもって、信販会社等に対する支払を拒むことができる場合がある。
3. 前項の権利の行使方法、適用条件及び必要な手続については、信用購入あっせん契約の内容及び関係法令によるものとする。
4. 事業者は、受講者が分割払い等を利用する場合、必要に応じて信販会社等の問い合わせ先及び契約条件を案内するものとする。
[bookmark: _pugvbemq886t]第18条（講師及び指導体制）
1. 事業者は、本サービスの提供にあたり、講座内容及び指導目的に応じた講師を配置するものとする。
2. 講師の資格、指導経験、担当言語その他の情報について、事業者が特定の条件を表示又は説明した場合、その内容に従って役務を提供するものとする。
3. 講師の病気、退職その他やむを得ない事情により担当講師を変更する場合、事業者は、可能な限り事前に受講者へ通知するものとする。
4. 特定の講師による指導が契約上の重要な条件となっている場合、事業者は、受講者の同意なく実質的に異なる指導条件へ変更しないものとする。
5. 講師の変更によって契約上予定された役務の提供が困難となる場合、事業者は、代替措置、料金の調整又は契約解除等について、受講者と協議するものとする。

[bookmark: _93chqvqget9p]第19条（受講に必要な設備及び利用環境）
1. 受講者が本サービスを利用するために必要となる設備、機器及び利用環境は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	必要な端末
	□ パソコン　□ タブレット　□ スマートフォン　□ その他（　　　　　）

	インターネット接続
	□ 必要　□ 不要

	カメラ・マイク
	□ 必要　□ 不要

	指定アプリケーション
	

	推奨通信速度
	

	その他必要な設備
	

	設備費用の負担
	□ 事業者　□ 受講者　□ その他（　　　　　）


2. 事業者は、オンラインレッスンに必要なシステムの利用条件及び受講上の制約について、契約締結前に説明するものとする。
3. 事業者の管理するシステムの障害によりレッスンが実施できなかった場合、事業者は、振替、再提供、料金調整その他適切な措置を講じるものとする。
4. 受講者の通信環境又は端末の不具合によって受講が困難となった場合の取扱いについては、事前に明示した条件及び関係法令に従うものとする。

[bookmark: _s99fnveg95ws]第20条（個人情報の取扱い）
1. 事業者は、受講者の氏名、住所、連絡先、受講履歴、学習状況、支払情報その他の個人情報について、個人情報の保護に関する法律その他の関係法令に従い、適切に取り扱うものとする。
2. 事業者は、取得した個人情報を、受講契約の管理、レッスンの提供、料金請求、問い合わせ対応、学習支援その他事前に通知又は公表した利用目的の範囲内で利用するものとする。
3. 事業者は、法令上認められる場合を除き、必要な本人の同意を得ることなく、個人情報を第三者へ提供しないものとする。
4. オンラインレッスンの録画、音声記録、学習状況の分析その他受講者の個人情報を伴う取扱いを行う場合、事業者は、その目的及び利用範囲について適切に説明するものとする。
5. 個人情報の開示、訂正、利用停止その他の請求については、関係法令及び事業者が定める個人情報保護方針に従うものとする。

[bookmark: _hr4k19oful9g]第21条（相談及び苦情対応）
1. 事業者は、本サービスの契約内容、料金、指導内容、契約解除その他の事項に関する受講者からの相談及び苦情について、適切な窓口を設けるものとする。
2. 相談及び苦情の受付窓口は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	相談窓口名称
	

	担当部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	受付曜日
	

	受付時間
	


3. 事業者は、受講者から相談又は苦情を受けた場合、その内容を確認し、合理的な期間内に回答又は必要な対応を行うよう努めるものとする。
4. 受講者は、契約に関する疑問又は紛争について、消費生活センターその他の公的相談機関へ相談することができる。

[bookmark: _vvv51j2qg04n]第22条（契約締結前の重要事項の確認）
受講者は、本サービスの契約を締結する前に、次の事項について説明を受け、又は書面により確認するものとする。
□ 事業者の名称、所在地、代表者及び連絡先
□ 語学教室の名称及び提供するサービスの種類
□ レッスンの内容、形式、回数及び授業時間
□ 役務提供期間及び受講開始予定日
□ 入学金、受講料、教材費その他の費用
□ 料金の支払時期及び支払方法
□ 教材その他の関連商品の購入条件
□ レッスンの予約、欠席、振替及び休会条件
□ クーリング・オフの期間、方法及び効果
□ 中途解約の条件及び精算方法
□ 中途解約時に請求される金額の法定上限
□ 前受金の保全措置の有無及び内容
□ 分割払い等を利用する場合の支払条件
□ 事業者による契約解除及び役務提供停止の条件
□ 相談及び苦情の受付窓口
□ その他契約締結にあたり重要となる事項
2. 事業者は、前項の事項について、受講者が理解できるよう適切に説明するものとする。
3. 受講者が本書面の内容について質問した場合、事業者は、契約締結前に必要な説明を行うものとする。
4. 本条に基づく確認は、受講者のクーリング・オフ、中途解約その他の法令上の権利を放棄させるものではない。

[bookmark: _pu9jg3wknyu7]第23条（書面の交付及び保存）
1. 事業者は、本サービスの契約締結に先立ち、特定商取引法その他の関係法令に従い、本概要書面を受講者に交付するものとする。
2. 契約が成立した場合、事業者は、法令に定める事項を記載した契約書面を別途交付するものとする。
3. 法令上認められる方法により受講者の承諾を得て電磁的方法で書面記載事項を提供する場合、事業者は、承諾の取得方法、提供方法、記録の保存その他の法定要件を遵守するものとする。
4. 事業者は、書面の交付又は電磁的方法による提供について、必要な記録を適切に管理するものとする。
5. 本概要書面の交付又は受領確認は、受講者が契約の締結を承諾したことを当然に意味するものではない。

[bookmark: _yuhfrz37tar]第24条（法令の遵守及び消費者の権利）
1. 事業者は、本サービスの勧誘、契約締結、役務提供、料金請求及び契約解除にあたり、特定商取引法、消費者契約法、民法その他の関係法令を遵守するものとする。
2. 本書面の記載事項が強行法規に抵触する場合、当該事項については関係法令の定めが優先して適用されるものとする。
3. 事業者は、受講者に対して不実の説明、重要事項の故意の不告知、威迫その他法令で禁止される勧誘行為を行わないものとする。
4. 本書面のいかなる規定も、受講者に認められる法令上の解除権、取消権、損害賠償請求権その他の権利を不当に制限するものではない。

[bookmark: _5rdg67c00xlg]
[bookmark: _ov2nka5m7bm5]
[bookmark: _3c4gutz2d1hp]
[bookmark: _fkb6ge5aoez2]概要書面交付確認欄
本書面は、語学教室の受講契約に関する重要事項を契約締結前に説明するためのものです。
受講希望者は、本書面の交付を受け、契約内容、料金、契約期間、クーリング・オフ及び中途解約その他の重要事項を確認することができます。

書面交付日
　　　　年　　　月　　　日

事業者（交付者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

受講希望者（受領者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

書面受領日：　　　　年　　　月　　　日

受領確認署名（任意）：　　　　　　　　　　　　　　　　

※受領確認署名は、概要書面を受領した事実を確認するためのものであり、契約の締結、クーリング・オフの放棄又は中途解約権の制限について同意するものではありません。

